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講義２
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本講義の構成

◦高齢者虐待対応の支援

◦虐待対応の基本的流れ

◦連携と体制整備について

＊略語一覧、参考文献は、最後に掲載
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令和2年度区市町村職員等高齢者権利擁護研修
「養護者による高齢者虐待対応研修（基礎研修）」
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高齢者虐待対応の支援
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高齢者虐待対応支援計画とは

高齢者の生命や身体、財産を守るために必要な対応についての計画
を、区市町村の法的責任において実施するために作成するもの

ケアマネジャーが、本人の依頼と契約に基づいて作成するケアプランとは
異なる

「高齢者虐待対応の基本的考え方」に基づいて作成する

区市町村と地域包括支援センターが連携して作成する

◎：中心的な役割を担う
〇：関与することを原則とする
△：必要に応じてバックアップする

区
市
町
村

地
域
包
括

援助方針の決定 個別ケース会議の開催（関係機関の招集） 〇 ◎

支援方針等の決定 〇 ◎

支援計画の作成 △ ◎

「厚生労働省マニュアル（H1８）p.91」より引用
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支援計画は、高齢者虐待防止法第9条第1項、第16条の具体化

第9条第1項

市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの

養護者による高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高

齢者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置

を講ずるとともに、第十六条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下

「高齢者虐待対応協力者」という。）とその対応について協議を行うものとする

第16条

市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた

高齢者の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するため、（・・・）地域包

括支援センターその他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなけ

ればならない。この場合において、養護者による高齢者虐待にいつでも迅速に

対応することができるよう、特に配慮しなければならない。

関連する条文

連携協力機関との協議による計画的支援
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☆虐待によって生
じている、対応が
必要な事態

☆虐待を引き起こ
した（す）要因で、
支援が必要な状況

⾼齢者は認知症と思
われる。⾏動・⼼理
症状がある︖

⻑男はここのところ、
ずっと睡眠不⾜であ
る。

︖

︖
︖

どちらも
⽀援すべき課題

長男が高齢者を
怒鳴っている

☆把握している事実

課題を明らかにするためにも、

事実確認が重要

支援すべき課題と対応方法の考え方

医療機関に受診して
いない。

⻑男に対して怯えた
様⼦が⾒られる。

⾼齢者・養護者がどのような思いや強み（継続・がんばり・⼯夫）をもっているか

6
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事実を把握することの重要性
～影響しあっている虐待の背景・因子～

認知症と思われる
行動・心理症状？

暴言
乱暴な介護？
暴力行為？

経済的困窮？

他者が家に入ることへの
抵抗感？

しつけて当然という認知症
への理解不足

暴力がコミュニケーション
の手段となっている

家族関係？

介護サービス導入
への消極的態度

どんな場面で何
が起こっている

んだろう

どのようなときに
何と言ってサー
ビスを断ってい
るんだろう

虐待の背景・因子は複雑に絡み合い、モビールのように互いに影響しあっている。
具体的な事実の把握によって、背景・因子や当事者の思いが明らかになってくる。
とりあえずの「サービス導入の提案」は、時に当事者をかえって追い詰めてしまう。

7
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通常のケアマネジメント業務や相談支援
と違うところ

本人の意思を尊重して、逃げる支援や受診支援等をす

ることがある
◦ たとえ家族が反対していても

緊急性が高い場合には、行政主導で分離することがある
◦ たとえ家族が反対していても

↓ なので

なぜそのような支援をしたのか、根拠をもって説明できるようにするために

も、丁寧な情報収集を迅速にする必要がある。

さらに、説明責任を果たすためにも、組織決定と記録を残していく体制整

備が重要となる。
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高齢者虐待対応の基本的流れ

9

市町村等の高齢者虐待対応窓口（受付記録の作成）

【より積極的な介入が必要と判断された場合】
○養護者との分離を検討（入院・措置入所）
※生命や身体に関わる危険性が高く、放置しておくと
重大な結果を招くおそれが予測される場合、あるい
は他の方法では虐待の軽減が期待できない場合など

（事実確認後速やかに召集）

出典：厚生労働省マニュアル（H18)

養護者による高齢者虐待への対応手順

虐待を受けたと思われる
高齢者を発見した者

虐待を受けた
高齢者

高齢者・養護者

通
報

届
出

相
談

養護者の負担軽減に向けた相談・
指導・助言、その他必要な措置

緊急性の判断
《コアメンバー》

（繁急性の判断、高齢者の安全確認方法、関連機関等への確認事項整理、担当者決定等）

（直ちに召集）

高齢者の安全確認、事実確認
○関連機関等から情報収集

○訪問調査による高齢者、養護者等の状況把握

個別ケース会議（事例分析）
《コアメンバー、事例対応メンバー、専門家チーム》

援助方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制）等を決定
（会議録、決定内容等の作成、責任者の確認）

【既存の枠組みで対応が可能と判断されたとき】
○継続した見守りと予防的な支援
○ケアプランの見直し
○社会資源の活用による支援
○介護技術等の情報提供
○問題に応じた専門機関による支援など

関係機関・関係者による援助の実施

定期的な訪問等によるモニタリング

ケース会議による評価～援助方針、内容、各機関の役割の再検討
（会議録、決定内容等の作成、責任者の確認）

援助の終結

苦情処理窓ロ
関係機関へ

【

見

極

め

】

生
命
や
身
体
に
関
わ
る

危
険
が
大
き
い
と
き

○（必要に応じて）警察への援助要請
○高齢者の安全確認
○養護者等の状況把握
○緊急性の判断 → 入院、一時保護
○調査報告の作成

警察、医療機関、
その他関連機関
への連絡・調整

立入調査

入院・保護

【適切な権限の行使】

○ショートステイ
○特別養護老人ホームへの入所

老人福祉法による措置

○家庭裁判所への後見等開始の
審判の請求

成年後見の申立

より詳しい流れを
「お役立ち帳改訂
版」P.6～7に紹介
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虐
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行
政
・
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緊
急
対
応
と
さ
ら
な
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収
集
・
ア
セ
ス
メ
ン
ト

ケ
ー
ス
会
議
等
で
の
情
報
共
有
・方
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決
定

見
守
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・
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入
・緊
急
対
応
な
ど
支
援
の
実
施

支
援
の
評
価
・
見
直
し

終
結
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●養護者による高齢者虐待対応の全体フロー図 「お役立ち帳改訂版」P.6～7を一部改変

「緊急性」を判断し、
必要な「緊急対応」を実施するプロセス

［初動期段階］

虐待が再発しないよう、虐待の要因に
働きかけ、生活を安定させていくプロセス

［対応段階・終結段階］

緊急性の判断と対応を常に意識しつつ、終結に向けて必要な支援の輪を広げていくイメージ
12
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「緊急性」を判断し、必要な「緊急対応」を実施するプロセス［初動期段階］

１．発見の段階

13

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6

発見の段階の事例

ケアマネジャーのＡさんは、Ｂさん（84歳、男性、要介護４、脳
梗塞後遺症あり）を担当していましたが、Ｂさんは再梗塞を起こ
して1年ほど前に亡くなりました。

介護をしていた妻（本人）が一人暮らしになることが心配でし
たが、一人息子が実家に帰ってきてくれることになり、ケアマネ
ジャーのＡさんはこの世帯への関わりを終えていました。

ある時、ケアマネジャーのＡさんは、Ｂさんのお隣に住んでい
るＣさんから「（Ｂさんの妻が）認知症になっているのではない
かと心配している。病院に行ってみたらどうか？と息子さんに
話してみたが、嫌な顔をされたので何もできない」という話を聞
きました。Ａさんは、Ｂさんのお隣のＣさんと一緒に地域包括支
援センター（以降、「包括」と略）に相談に行くことにしました。

14
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平成30年度 相談通報者（全国、東京都）

厚生労働省平成30年度調査結果,東京都平成30年度調査結果を高齢者権利擁護支援センターにて再構成

• 周囲が「発見の目」を持てるよう、普及啓発の研修を実施したり、相談をもちかけても
らえる関係づくりをしていくことが、早期発見早期対応のポイントとなる

早期発見のためのポイント

15

全国 東京都
相談・通報者 ⼈数 構成割合 ⼈数 構成割合

介護⽀援専⾨員（ケアマネジャー） 9,911 28.4% 1,399 35.9%
介護保険事業所職員 2,146 6.2% 299 7.7%
医療機関従事者 1,761 5.1% 270 6.9%
近隣住⺠・知⼈ 1,125 3.2% 183 4.7%
⺠⽣委員 797 2.3% 47 1.2%
被虐待者本⼈ 2,349 6.7% 287 7.4%
家族・親族 2,944 8.4% 355 9.1%
虐待者本⼈ 569 1.6% 113 2.9%
当該市町村⾏政職員 2,127 6.1% 307 7.9%
警察 8,625 24.7% 344 8.8%
その他 2,470 7.1% 290 7.%
不明（匿名を含む） 43 0.1% 1 0.0%
合計 34,867 100.0% 3,895 100.0%
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普及啓発時に伝えると良い内容

保健医療福祉関係者の早期発見努力義務（第5条）
◦ 虐待は、あると思われなければ見えてこない

通報義務 ＞ 様々な守秘義務（第7条）

高齢者虐待を受けたと「思われる」状態の高齢者の発見で通報できる
◦ 証拠や根拠がなくても通報できるようになっている

通報者を特定させるものを洩らさずに対応を行う（第8条）

「虐待になる前に相談しよう」「不適切かもしれないから言っておこう」と考えて、
地域包括支援センターに相談しよう
◦ 「虐待だから通報しよう」と考えるよりも前に！

「見たまま」「聞いたまま」を知らせ、記録してもらえるとありがたい
◦ 虐待という言葉を記録する必要はない 確かめるよりもまず、

「知らせる」ことが先！

16
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「緊急性」を判断し、必要な「緊急対応」を実施するプロセス［初動期段階］

２．相談・通報の受付の段階

17

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6

相談・通報の受付の段階の事例

包括職員は、「ありがとうございます。本人さんのところに訪問し
てみます」という回答でした。

それから、ケアマネジャーのＡさんやお隣のＣさんは、今までの
Ｂさんの妻（本人）の状況や二人の本人への関わりについて、包
括職員から細かく質問を受けました。
Ｃさんは質問を受ける中で、「『年のせいだから心配ない。関わっ

てくれるな』と息子から言われたこと。以前は週1回くらいだったの
が、ここのところは毎晩のように息子さんの大声を聞いている」と
話しました。
Ａさんは、思っていたよりも事態が深刻でびっくりしました。

世帯の経済状況についても聞かれたので、ケアマネジャーのＡ
さんは「本人の亡くなった夫は会社の重役をしていた人。充分な年
金をもらっていたと思う。株の配当金も出ていた。本人には遺族年
金もかなり出ているのではないか」と伝えました。

18
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相談・通報の受付のポイント
通報時に証拠や根拠がそろっていなかったとしても、通報と
して受け付ける

「通報の不受理」という考え方は、法的に存在しない
• 不作為責任を問われ得る状態なので、注意が必要

相談者が「虐待」と言わなかったとしても、受付担当者が「虐
待があるかもしれない」「不適切な状況があるかもしれない」
と感じた場合には、通報として受け付ける
• 区市町村・包括全職員が通報受付担当者となる可能性があり、「発見
の目」を共有しておくことが必要

例え、親族間の争いがあると感じたとしても、「虐待がある」
と通報者が主張する場合には、高齢者虐待の通報として受
け付け、丁寧に事実確認をして虐待の有無の判断を行う

19

３．相談・通報内容の共有の段階

「緊急性」を判断し、必要な「緊急対応」を実施するプロセス［初動期段階］

20

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6
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相談・通報内容の共有の段階の事例

包括内協議では以下が決まりました。

① 高齢者虐待の通報として受付
・お隣のＣさんが毎晩大声を聞いているのであれば、高齢者虐待と

思われる状態になっているのではないか？という判断

② 「虐待している者に虐待の自覚や改善意欲が見られない」
「接触や助言に応じない」という緊急性の高い状況にある可
能性がある

③ 「市から委託されている高齢者の実態把握調査」として本人
のところを複数で訪問する。

21

さらに、市の担当者に通報を受け付けたことを報告し、以下の確
認を依頼しました。
• 住民基本台帳の世帯情報・所得等の経済状況
• 介護保険・福祉サービス等の利用状況
• 医療保険料や介護保険料の滞納の有無

市との協議の結果、以下の内容が決定しました

• 分離・保護等が必要な場合には、緊急一時保護の受入れ施設
の調整をするので、市に連絡すること

• 訪問した結果、行政の判断が必要となるような緊急性が高い場
合には、市の担当職員が自宅に急行するので、その場合にも迅
速に連絡すること（包括が訪問予定日時に市担当者役所待機）

住基情報はすぐに確認され、住民票上は本人（79歳）は一人世帯と

なっていて、長男は当市に転入してきていないということが分かりま
した

22
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相談・通報内容の共有のポイント
担当者一人の判断による見落としを防ぐため、組織内で以

下を協議する。

• 虐待があると思われるかどうか（相談・通報内容の確認）

• 緊急対応の必要性の判断

• 事実確認調査をどのように行うか

求められる体制

◦ 組織内で意見が異なる場合も、区市町村へ報告する仕組みが必要

◦ 地域包括支援センターで通報受付の報告をした場合に、区市町村担当

者がそれを差し戻すことがないように注意

どのように協議し
報告するかの

体制構築が必要

委託地域包括支援センター内での協議
↓

区市町村担当者へ報告・協議する仕組み

23

４．事実確認の段階
「緊急性」を判断し、必要な「緊急対応」を実施するプロセス［初動期段階］

24

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6
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事実確認の段階の事例

包括職員2名が本人の家を訪問してみると、長男は疲れた様
子で「何しに来たんですか？」と言いました。「市による高齢者
の訪問調査です。今日はこの地域を訪問しています。お母さん
はいらっしゃいますか。お会いして、お話をうかがわせてくださ
い」と説明し、渋々でしたが本人に会わせてもらうことができま
した。

本人の様子。
• 話しかけても、とりつくろいがみられ受け答えができない時が

ある
• 唇が渇き、皮膚もカサカサの状態で顔色が悪く、尿臭がする
• 両腕に、手でつかまれた時にできるような青黒い痣や黄色

の色が薄くなった痣ができている。
• 「手、痛そうですね。どうされたのですか？」と話しかけると困

ったように、長男の顔を見る

25

長男に「お母さんは水分が足りていないご様子ですね。体調
もすぐれないようですし、一度医者に診てもらってはどうです
か」「介護施設で一時過ごしてもらい、看護師もいるので様子を
みてもらうこともできます。息子さんもお疲れのご様子ですし、
利用できるように調整してみてもよろしいですか」と包括職員が
提案すると、長男は黙っています。

「おひとりで今の状態のお母さんを見ているのは大変なことで
す。一休みしませんか？」と語りかけると、長男はやっとうなず
き「母は夜中になると騒ぎ、出ていこうとするのでろくに寝てい
ない。母を怒鳴るのを抑えることができず、自分でも嫌になって
いた。自分も風邪気味で、今は何も考えられない。今晩はとに
かく母をお願いしたいです。」と言いました。

包括職員は「息子さんも顔色が悪いので心配です。またご様
子を見にうかがわせてください。今日はとにかくゆっくり休んで
くださいね」と伝えました。

26
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© i-advocacynet 2018 27

高齢者虐待防止法 第９条第１項

市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者か

らの養護者による高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、

当該高齢者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認の

ための措置を講ずるとともに、第十六条の規定により当該市町村と連携協

力する者（以下「高齢者虐待対応協力者」という。）とその対応について協議

を行うものとする。

関連する条文

「事実の確認のための措置」

事実確認

© i-advocacynet 2018 28

事実確認の意味と内容

事実確認とは
◦ 高齢者虐待に関する「客観的事実」の確認を行う行為のことで、通報

があれば必ず区市町村の責任で、行わなければならないもの

◦ ケアマネジャーや民生委員に委託することはできない

※「事実確認する」＝「虐待の事実が確認できたこと」や「証拠が

みつかること」ではない

事実確認の内容
◦ 高齢者との面接・聴取 ＊本人への直接確認が原則

◦ 養護者との面接・聴取

◦ 関係機関からの情報収集（これだけが「事実確認」ではない）

高齢者本人と養護者の意思・意向確認が重要！
ただし、高齢者本人の安全確認が優先！

- 14 -



個人情報保護法における利用目的による制限（第１６条）・適正な取得（第１７条）・
第三者提供の制限（第２３条）の例外規定と、高齢者虐待における解釈例

１.法令に基づく場合

→高齢者虐待の通報(第７条.２１条)・事実確認(第９条第１項)
立入調査(第１１条)において必要な調査又は質問を行う場合

２.人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の 同意を得ることが困難である時

→虐待により本人の生命等を保護するため対応が必要であるが、本人が意識不明又は認知症により
同意の確認が困難な場合等

３．略

４.国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者＊1が法令の定める 事務＊2を

遂行することに協力する必要がある＊3場合であって、本人の同意を得る ことにより、当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

→高齢者虐待防止法に基づき、区市町村と地域包括支援センター、および各関係機関がネットワー

クを組んで対応する場合
＊1地域包括支援センター等 ＊2第９条第１項 ＊3第５条第２項保健医療福祉関係者の協力義務

関連する条文 個人情報保護法の例外規定

個人情報保護法の例外規定を使えるため、介護保険のケアマ
ネジャーよりも、虐待対応従事者が集められる情報量は多い

出典）厚生労働省労働局「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」2018.3,p41-43
東京都福祉保健局「高齢者虐待防止に向けた体制構築のために-東京都高齢者虐待対応マニュアル」2000.3,p61
あい権利擁護支援ネット作成を元に高齢者権利擁護支援センターにて一部改変

29

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.31

養護者による高齢者虐待 事実確認の実施状況（全国と東京都）

厚生労働省平成30年度調査結果,東京都平成30年度調査結果を高齢者権利擁護支援センターにて再構成

平成30年度厚労省調査結果では、相談・通報の受付から事実確認開始までの期間
の中央値は0日で、即日に事実確認を実施している

30

件数 割合 件数 割合
 事実確認調査を⾏った事例 32,018 95.6% 3,870 98.0%

⽴⼊調査以外の⽅法により調査を⾏った 31,875 (95.2%) 3,859 (97.8%)
訪問調査を⾏った 21,411［63.9%］ 3,120 [79.0%]
関係者からの情報収集のみで調査を⾏った 10,464［31.2%］ 739 [18.7%]

⽴⼊調査により調査を⾏った 143 (0.4%) 11 (0.3%)
警察が同⾏した 100 ［0.3%］ 11 [0.2%]
警察に援助要請したが同⾏はなかった 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］
援助要請をしなかった 43 ［0.1%］ 0 ［0.1%］

 事実確認調査を⾏っていない事例 1,476 4.4% 77 2.0%
1,079 (3.2%) 30 (0.8%)
397 (1.2%) 47 (1.2%)

33,494 100.0% 3,947 100.0%合 計

相談・通報に関する事実確認の実施状況
全国 東京都

虐待ではなく事実確認不要と判断した
後⽇、事実確認調査を予定している⼜は要否を検討中
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可能性、リスクをとらえた事実確認の思考プロセス
現時点で
把握して
いる情報

気になる
こと

何が起きていると予測されるか？
その状態が続
いた時にどうな
るか（リスク）

訪問（面接）時に行う必要のあること

何が起きていて
（気になることはな
ぜ起きたか）

その結果、どのような状
態になっているか
（本人・養護者の心身の
状態等）

何を確認するか その場で対応
する可能性の
あることは？

（考え方）

あざだらけの
高齢者をみか
けた（近隣か
らの通報）

あざだらけ 暴力による可能性

乱暴な介護による
可能性

転倒による可能性
視力の低下・悪化
ＡＤＬの低下

薬による可能性

あざによる痛み・腫れ
あざ以外の被害の可能性
おびえの可能性
悲鳴の可能性

おびえの可能性
介護方法がわからなくて養

護者が困っている可能性
関係機関も困っている可能

性

視力の低下・悪化やＡＤＬ
の低下から他の困りごとを抱
えている可能性

困りごとに対応できない要
因（サービス利用できない経
済状況等）を抱えている可能
性

あざができてしまうことを
養護者が気にしている可能性

硬膜下血腫等

の重大な怪我

本人の自死

養護者が介護を止め

てしまう可能性

関係機関の指導へ

の反発(契約解除)

追い詰められた養
護者による虐待行為
の発生

本人の受傷部位の確認
心身の状況確認、おびえの確認
なぜ、あざができているのかを本人や養
護者に尋ねる
悲鳴等を聞いたことがある人がいるか確
認
警察が出動したことがあるかの確認
関係している機関があるか、関係機関の
今までのサポートを確認する

転倒のしやすさを確認する
どこで、何にぶつけているのか？

どのような薬がいつ、どこから処方され
ているのかを確認する

緊急受診の支援

「家を出たい、保
護してほしい」と
いう本人からの訴
えへの対応（緊急
一時ＳＳ利用）

「殺してしまうか
もしれない」等の
養護者からの訴え
に対しての対応

転倒リスクや受傷
リスクを減らすた
めの環境整備

どう裏付けをとるか？

具体的に何を把握するか？

対応のために確認しておくことは？

リスク回避の
為に何をする
か？

受診やＳＳ利用についての本人の意向
経済状況(使える現金)、保険証の確認

（公財）東京都福祉保健財団 高齢者権利擁護支援センター作成 31P.3６ 最終項に拡大版あり

可能性、リスクをとらえた事実確認の思考プロセス
現時点で
把握して
いる情報

気になる
こと

何が起きていると予測されるか？
その状態が続
いた時にどうな
るか（リスク）

訪問（面接）時に行う必要のあること

何が起きていて
（気になることは
なぜ起きたか）

その結果、どのような
状態になっているか
（本人・養護者の心身
の状態等）

何を確認するか その場で対応
する可能性の
あることは？

（考え方）

あざだらけの
高齢者をみか
けた（近隣か
らの通報）

あざだらけ 暴力による可能性

乱暴な介護による
可能性

転倒による可能性
視力の低下・悪化
ＡＤＬの低下

薬による可能性

あざによる痛み・腫れ
あざ以外の被害の可能性
おびえの可能性
悲鳴の可能性

おびえの可能性
介護方法がわからなくて養

護者が困っている可能性
関係機関も困っている可能

性

視力の低下・悪化やＡＤＬ
の低下から他の困りごとを抱
えている可能性

困りごとに対応できない要
因（サービス利用できない経
済状況等）を抱えている可能
性

あざができてしまうことを
養護者が気にしている可能性

硬膜下血腫等

の重大な怪我

本人の自死

養護者が介護を止

めてしまう可能性

関係機関の指導

への反発(契約解除)

追い詰められた
養護者による虐待
行為の発生

本人の受傷部位の確認
心身の状況確認、おびえの確認
なぜ、あざができているのかを本人や養
護者に尋ねる
悲鳴等を聞いたことがある人がいるか確
認
警察が出動したことがあるかの確認
関係している機関があるか、関係機関の
今までのサポートを確認する

転倒のしやすさを確認する
どこで、何にぶつけているのか？

どのような薬がいつ、どこから処方され
ているのかを確認する

緊急受診の支援

「家を出たい、保
護してほしい」と
いう本人からの訴
えへの対応（緊急
一時ＳＳ利用）

「殺してしまうか
もしれない」等の
養護者からの訴え
に対しての対応

転倒リスクや受傷
リスクを減らすた
めの環境整備

どう裏付けをとるか？

具体的に何を把握するか？

対応のために確認しておくことは？

リスク回避の
為に何をする
か？

受診やＳＳ利用についての本人の意向
経済状況(使える現金)、保険証の確認

地域包括支援
センターが行っ
ている通常の支
援でも、本人や
介護者の心身
の状態把握は
行っている

緊急対応の必
要性を見極める
には、より具体
的な把握が必
要とされる。

具体的事実
の確認をし
ていくことも、
虐待対応の
場合には、
重要となる

①今後の悪
化リスク予
測の為

②虐待の事
実がある場
合、家族の
拒否があっ
たとしても、
行政が介入
して支援を
行う根拠と
なる

リスク回避
のために、
その場で
行わなけ
ればならな
い可能性
のあること
を見立てて
おく必要が
ある

①その後
の介入拒
否が起こる
可能性

②費用をど
うするかと
いう問題

家族が反対していても、
本人のサービス利用
の意思表示や家を出
ることの意思表示が
しっかりと、ぶれずに
ある場合には、「本人
の意向を尊重した支
援」を行う
①本人の意思・意向
②本人の判断能力

※緊急性を判断する
ためには、医療情報
が重要となる

※緊急対応を行う上で、
経済情報が重要とな
る

（公財）東京都福祉保健財団 高齢者権利擁護支援センター作成

32
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「緊急性」を判断し、必要な「緊急対応」を実施するプロセス［初動期段階］

５．コアメンバーで方針を決定する段階

33

コ
ア
メ
ン
バ
ー
会
議

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6

コアメンバーで方針を決定する段階の事例

包括職員は、すぐに市の担当職員に連絡し、受診支援と一時分離
（検査入院か緊急一時保護）について本人からも長男からも同意が
得られたことを報告しました。市の担当職員も本人宅に来ることにな
りました。

そして、本人のかかりつけ医（認知症サポート医と連携）への受診
支援を行いました。本人は、病院で医師から聞かれて初めて「叩か
れることもある」と話しました。

それから市役所でコアメンバー会議を行い、以下の判断をしまし
た。
• 身体的虐待あり（痣の目視、「叩かれることもある」という発言）

• 心理的虐待あり（長男が怒鳴ることを認めている、通報者も聞い
ている）

• 介護・世話の放棄・放任の疑い（尿臭があったが、今日だけかも）

34

- 17 -



コアメンバー会議では、今後の方針として以下も決定しました。

＜本人について＞
検査入院後、入院の継続もしくは施設へ緊急一時保護をする

＜今後の情報収集について＞
• 本人の認知症の行動・心理症状や必要な介護の状況
• 本人の意思・意向の確認
• 養護者の支援の必要性についての集中的な情報収集
• 長男を含めた世帯の経済状況の確認（継続）

特に、長男の様子が気になるため、明日も引き続き訪問するこ
とを決め、それぞれに役割分担を行いました。

35

© i-advocacynet 2018 36

高齢者虐待の有無の判断
◦ 「疑いあり」「不明」をそのままにせずに事実確認を継続する

緊急性の判断
◦権限行使の必要性や、今すぐに対応しなければならないこと

は何か？

今後の対応方針の決定
◦今の時点でのアセスメントを要約し、方針を決定する

◦初動期には、情報が不足しているため、さらに集めるべき情報

を決定することも多い

コアメンバー会議で決定する内容
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© i-advocacynet 2018 37

コアメンバー会議のポイント

コアメンバー 高齢者虐待防止事務を担当する市町村職員及び担当部局管理職。事

務を委託した場合は、委託先の担当職員を含む。 

事例対応にあたって緊急の判断が求められることがあるため、市町

村担当部局管理職は必須。 

 「厚生労働省マニュアル（H18)p.57」より引用

• 事例の内容に応じて、庁内関係部署の職員（生活保護ケースワーカー、保健セン
ター保健師等）や、専門的に助言をすることができる者（医師や弁護士等）の出席
を要請することがある。

• 平成30年度厚生労働省調査結果では、相談・通報受付から虐待判断までの期間
の中央値は1日（翌日）。多くの事例で、通報受付後、翌日には虐待の有無の判断
が行われていると考えられる。

社会福祉士会の手引きでは、相談・通報受付後、48時間以内の事実確認とコアメン
バー会議開催を推奨。

平成30年度厚労省調査結果における虐待の深刻度

平成30年度厚生労働省調査結果の概要より引用
＊被虐待高齢者の総数17,686人における割合

38

29.3% 20.2% 34.6% 8.1%7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１‐⽣命・⾝体・⽣活への影響や本⼈意思の無視等
２
３‐⽣命・⾝体・⽣活に著しい影響
４
５‐⽣命・⾝体・⽣活に関する重⼤な危険
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平成30年度 養護者による高齢者虐待対応の状況（全国、東京都）

厚生労働省平成30年度調査結果,東京都平成30年度調査結果を高齢者権利擁護支援センターにて再構成
39

虐待の事実が認められた事例への対応状況 全国 東京都
⼈数 割合 ⼈数 割合

被虐待⾼齢者の保護として虐待者から分離を⾏った事例 6,778 27.8% 1020 24.8%
内訳
構成割合は
「分離を⾏っ
た事例」を
100%とした
場合

契約によるサービス利⽤ 2,188 32.3% 352 34.5%
⽼⼈福祉法に基づくやむを得ない事由等による措置 998 14.7% 127 12.5%
うち、⾯会制限を⾏った事例 (640) （64.1％） (95) （74.8％）
緊急⼀時保護 715 10.5% 135 13.2%
医療機関への⼀時⼊院 1166 17.2% 185 18.1%
上記以外の住まい・施設等の利⽤ 953 14.1% 109 10.7%
虐待者を⾼齢者から分離 414 6.1% 75 7.4%
その他 344 5.1% 37 3.6%

被虐待⾼齢者と虐待者を分離していない事例 12,165 50.0% 2,858 51.9%
内訳
構成割合は
「分離してい
ない事例」を
100%とした
場合
（複数回答）

養護者に対する助⾔・指導 6,459 53.1% 1,155 54.1%
既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを⾒直し 3,262 26.8% 560 26.2%
被虐待⾼齢者が新たに介護保険サービスを利⽤ 952 7.8% 216 10.1%
被虐待⾼齢者が介護保険サービス以外のサービスを利⽤ 613 5.0% 95 4.4%
養護者⾃⾝が介護者負担軽減のための事業に参加 331 2.7% 69 3.2%
⾒守り（経過観察）※全国調査に項⽬なし − − 496 23.2%
その他 1,868 15.4% 267 12.5%

現在対応について検討・調整中の事例 575 2.4% 81 2.0%
虐待判断時点で既に分離状態の事例 3,038 12.5% 463 11.2%
その他 1,791 7.4% 418 10.2%
合計 24,347 100.0% 4,117 100.0%

分離の方法
 本人の明確な意思表示に基づく分離

– 本人契約

※虐待の事実の有無とは関係なく、判断能力に低下がない本人
からの依頼に基づいて対応することが可能

 虐待の事実や緊急性の判断に基づく行政主導での分離
 保護
– 老人福祉法に基づく措置（老人福祉法第11条第1項1号～3号）

養護老人ホームへの措置 （第1号）
特別養護老人ホームへのやむを得ない事由による措置 （第2号）
養護受託者への委託（医療機関、老健、有料老人ホームなど） （第3号）

– 各区市町村ごとに整備している「緊急一時保護」

区市町村によっては、虐待の場合には応能負担の支払いにしているとこ
ろもあり

– 女性相談利用によるシェルター利用（介護が必要のない女性
のみ）

 その他

– 他親族、知人、友人宅への避難、他親族の契約による施設入
所、養護者の分離

40

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.99～102

- 20 -



© i-advocacynet 2018 41

分離を最終手段と考えない
◦ 「一時分離」により支援体制を整えて在宅生活を再開す
る方法もあり

契約による施設等の利用の際には、入所契約者
に課せられる役割や支払いについて考えた上で
行う
◦必要に応じて、成年後見制度の活用も考える

分離をする際の注意事項

具体的な注意事項は、

非公開資料『高齢者虐待対応に係る「分離・保護、面会制限及び在宅生活再開のプ
ロセスにおける検討事項」』参照

必要な「緊急対応」を実施するプロセス ⇒ 虐待が再発しないよう、虐待の要因に働きかけ、
生活を安定させていくプロセスへ［対応段階］

６．緊急対応とさらなるアセスメントの段階

42

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.6～7
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緊急対応とさらなるアセスメントの段階の事例

＜本人の様子＞
検査入院中に包括職員が面接実施し、以下を確認。

• 昨日よりも落ち着いており、簡単な話をすることはできた
• 「家に帰りたいですか？」⇒「今はいい」という返事
• 「うちの息子はどうしてますか？」と長男を心配する様子がある

病棟職員への情報収集の結果、看護師より

• 夜間に「小さい子が部屋の中にいる」と幻視がみられた。「うちに
帰る」と言って外に出ようとした。

主治医からは、

• （行動・心理症状について波が大きい）レビー小体型認知症の可
能性があるとのことで、認知症疾患医療センターへの受診勧奨
あり（紹介状作成可能）

43

＜長男の様子＞

自宅を訪問。長男は発熱しており受診同行。肺炎で入院。 後
日、回復した長男と面接を実施。

• 自分は58歳。隣県のＵＲ賃貸住宅を借りている。

• 父が倒れた頃に会社から早期退職を迫られた。職を失い困って
いる時に母が実家に帰ってくるように言ってくれた。

• 父の遺産もあてにして帰ってきたが、母に認知症と思われる状
態が出てしまって、うまく相続手続きができていないまま。

• この土地、家を売って、一緒にＵＲ賃貸住宅に住むことを、母と
検討していたので、そのままにしてきた。

• 母の年金と父の遺族年金、自分の退職金で生活している。自分
のＵＲの賃貸料もあるため、経済的に不安。

• 半年ほど前に母の物忘れが気になり、病院に行こうと言ったが
悲しそうな顔をされたので、諦めた。3か月ほど前から、母が夜
中に外に出ていこうとするので、本当に困っていた。

44
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☆虐待によって生
じている、対応が
必要な事態

☆虐待を引き起こ
した（す）要因で、
支援が必要な状況

腕が痣だらけになっ
ている。

脱⽔状態にあると思
われる。

長男が高齢者
を怒鳴っている

高齢者に手を
あげている

☆把握している事実

背景・要因をつかむ

医療機関に受診して
いない。

⻑男に対して怯えが
みられる。

①必要な緊急対応
をしながら、虐待を
引き起こしている背
景や要因を把握する

②背景・要因を明
らかにするために
も、事実確認の継
続や丁寧な聞き
取りが必要

⾼齢者は認知症と思
われる。⾏動・⼼理
症状で夜中起きてい
る

⻑男はここのところ、
ずっと睡眠不⾜であ
る。

︖

45
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思い、強み、パターンをつかむ

高齢者本人や養護者が、どのような思いと意向を持って生活を
しているか？
どのように変わってきたか？

どのように揺らいでいるか？

強み（続けられていること、表現できていること）は何か？
これらをさらに強めることで、今の状態を良くすることはできない
か？

今までも、世帯として様々な問題を解決してきている（解決しよ
うとしてきた）はず
どのような解決をしてきたか？

うまくいかないパターンは？

うまくいったパターンは？
当事者、関係機関からの丁寧な聞き
取りと、情報の統合・分析によって、
これらをつかむことができる。

46
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７．終結に向けて支援体制を整えている段階
虐待が再発しないよう虐待の要因に働きかけ、生活を安定させていくプロセス［対応段階］

47

個
別
ケ
ー
ス
会
議

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.7

終結に向けて支援体制を整えている段階

本人は、その後認知症疾患医療センターに3か月入院し、行
動・心理症状についても対応が行われました。
病院のPSWも含めてケース会議を行い、以下の対応を行いま

した。

＜本人について＞
小規模多機能型居宅介護の利用を提案する（介護認定の結

果要介護２）
＜長男について＞
長男に「ＵＲ賃貸住宅に戻るか、実家に帰ってくるか、どちらか

に決めてはどうか？」と提案する。

本人は小規模多機能の利用をすることとなり、長男はＵＲ賃貸
住宅を解約、住民票を実家へ移しました。

48
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「個別ケース会議は、個別の虐待事例に対する援助方針、援
助内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等について協議
を行う場合であり、高齢者虐待の対応の中で中核をなすもの 」
（厚生労働省マニュアル（H18)p.57）

個別事例によって、また、その時期によって、参加メンバーが
適宜構成される

関係機関も参加する個別ケース会議によって、アセスメントを
深めて支援計画を作成し、終結に向けて支援体制を整えていく

個別ケース会議（虐待対応ケース会議）

© i-advocacynet 2018

個別ケース会議の参加メンバー
コアメンバー 高齢者虐待防止事務を担当する市町村職員及び担当部局管理職。事

務を委託した場合は、委託先の担当職員を含む。 

事例対応にあたって緊急の判断が求められることがあるため、市町

村担当部局管理職は必須。 

事例対応メンバー 虐待の事例に応じて、必要な支援が提供できる各機関等の実務担当

者を召集する。 

メンバーは事例によって代わるが、「保健医療福祉サービス介入ネ

ットワーク」を構成する各機関を中心に、「早期発見・見守りネッ

トワーク」構成機関等の参加も検討する。 

専門家チーム 虐待の事例に応じて、専門的な対応が必要なる場合には「関係専門

機関介入支援ネットワーク」を構成する機関の実務担当者を招集

し、専門的な対応を図る。 

 「厚生労働省マニュアル（H18)p.57」より引用

50
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項 目 地域ケア会議 サービス担当者会議
高齢者虐待対応の
個別ケース会議

開催主体 地域包括支援センターまたは区市町村 介護支援専門員(本人との契約が前提) 区市町村

目 的

ア）個別ケースの支援内容の検討を通じた
（ⅰ）地域の介護支援専門員の、法の理念に基づ

いた高齢者の自立支援に資するケアマネジメ
ントの支援

（ⅱ）高齢者の実態把握や課題解決のための地
域包括支援ネットワークの構築

（ⅲ）個別ケースの課題分析等を行うことによる地
域課題の把握

イ）地域づくり、資源開発並びに政策形成など、地
域の実情に応じて必要と認められる事項

①利用者の状況等の情報共有
②サービス内容の検討及び調整等

高齢者虐待の解消と高齢者の権利擁護、その
ための養護者支援

根 拠

①「地域支援事業の実施について」
（厚生労働省老健局通知）

②地域包括支援センターの「設置運営について」
（厚生労働省老健局振興課長ほか連名通知）

③介護保険法第１１５条の４８

「指定居宅介護支援等の人員及び運営に関
する基準」第１３条第９号

高齢者虐待防止法第９条第１項

参加者

行政職員、センター職員、介護支援専門員、介護
サービス事業者、保健医療関係者、民生委員、住
民組織、本人・家族等

居宅サービス計画の原案に位置づけた指定
居宅サービス等の担当者、主治医、イン
フォーマルサービスの提供者、本人・家族等

事例に直接関係している者、関係する可能性が
ある者、助言する者

内 容

・サービス担当者会議で解決困難な課題等を多
職種で検討

・地域課題の検討
『地域ケア会議運営マニュアル』p44-47参照

①サービス利用者の状況等に関する情報の
担当者との共有

②当該居宅サービス計画原案の内容に関
する専門的見地からの意見聴取

高齢者虐待事例（疑いも含む）の検討

※（一財）長寿社会開発センター『地域ケア会議運営マニュアル』（2013）p.27-29及び「地域ケア会議運営ハンドブック」（2016）（ｐ30）を参考に（公財）東京都福祉保健財団高齢者権利擁
護支援センター作成

個別ケース会議と区別が必要な会議の違い
高齢者虐待対応についてのケース会議を地域ケア会議として行うことは、望ましくない

51

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.50～51

© i-advocacynet 2018

虐待に関する情報提供と秘密保持

保健医療福祉関係者には、区市町村、地域包括支
援センターによる「事実確認」（高齢者虐待防止法第9
条第1項）に協力する必要がある（同法第5条2項には
保健医療福祉関係者への協力義務規定あり）場合に
は、個人情報保護法の例外規定に該当

虐待に関して知り得たことは漏らしてはならず（同法
17条2項）、漏らした場合には罰則（同法29条）が適用
されると解釈されている

52
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虐待が再発しないよう虐待の要因に働きかけ、生活を安定させていくプロセス［対応段階］
８．支援の評価・見直しの段階

53

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.7

支援の評価・見直しの段階

その後の支援について評価するため、ケアマネジャーや成年後見
制度推進機関を招集したケース会議を開催

＜状況の確認＞
• 本人の状態は安定している
• 介護状況が改善している
• 相続手続きは手付かずのまま
• 長男の経済的不安は解消されていない（相続・就労）

※この不安感が虐待の要因の一つ
＜新たな支援計画＞

• 成年後見制度活用について提案する（本人・長男へ）
＜その後＞

成年後見制度推進機関の支援もあり、長男が本人の成年後見の
申立てを行い、専門職との複数後見人となりました。
専門職後見人が、本人の相続手続きを行い、無事に完了した

54
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計画した支援が実施されたか、目的を達成しているかについ
て、モニタリング・評価を行い、支援を見直していく。

支援計画を担当したメンバーで、次の会議の最初に、評価と
見直しを行うことが多い。

最初の個別ケース会議の際に、次のケース会議の日程（時
期）を決定しておくと、計画的に評価・見直しを行うことができ
る。

支援の評価・見直しのポイント

虐待が再発しないよう虐待の要因に働きかけ、生活を安定させていくプロセス［終結の段階］

９．虐待対応の終結の段階

56

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.7
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虐待対応の終結の段階

その後、ケース会議で評価を実施

＜状況の確認＞
• 本人、長男のそれぞれの経済状態が安定した
• 本人の生活状態や介護状況が安定している
• 長男への怯えも見られなくなった

上記の評価結果をもとに、市と包括職員によるコアメンバー
会議を開催し、以下を決定

• 高齢者虐待対応を終結するという判断
• 長男、専門職後見人とも、小規模多機能居宅介護のケ

アマネジャーと良好な関係にあり、サービスも安定して
入っていることから、包括的継続的ケアマネジメント支
援への移行も行わず、対応を終了する

57

終結の判断のポイント

虐待対応が終結したのちも、必要に応じて、包
括的・継続的ケアマネジメント支援業務や権利
擁護業務を行う

この場合も、最終的にはこれらの業務の終結を
目指す

58

虐待対応の終結は、「虐待が解消されたこと
及び高齢者が安心して生活を送るために必
要な環境が整ったことを確認し」、判断する。

（厚生労働省マニュアル（H30），ｐ71）
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未成年の子どもにとっての家族（成長に必要な人）と、高齢者に

とっての家族（成人同士の関係）は、意味合いが違う

◦ 高齢者が家族と暮らしたいと思っているかどうか、から出発する支援

をしなければならない。一緒に暮らすのが良いことかどうかは、本人

が決めること

◦ さらに、本人の意向だけで一緒に暮らせるわけではなく、家族の意向

や事情もある

◦ それぞれが一緒に暮らしたいと思っていても、一緒に暮らすと虐待が

生じてしまうというパターンから抜け出せないこともある

◦ 家族関係の再構築は、同居でなければできないというものではない。

必ず目指されなければならない目標でもない

家族関係の再構築

© i-advocacynet 2018

連携と体制整備について

60
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保健所・保健センター
精神保健福祉センター等との連携

保健所・保健センターによる高齢者本人・養護者の受診
支援、支援者への専門医による助言等（精神保健相談の
活用等）

精神保健福祉センター
 「アウトリーチ支援事業」への相談（原則、保健所から相談依頼）

 当事者の相談がなくとも、出張によって「診立て」と対応へのアドバイスをしても
らえる

認知症疾患医療センターや認知症初期集中支援事業窓
口活用による医療機関へのつなぎ

自殺予防の関わり
保健所・保健センターに自殺対策基本法所管の自殺予防担当部

署がおかれていることも多く、連携が求められる

61

© i-advocacynet 2018 62

虐待の中には、犯罪に該当するものもある。

「犯罪か虐待か」ではなく、「犯罪でもあり、虐待でもある」と考える。（養護者支援が必
要だから犯罪に該当しない、というわけではない）

警察による犯罪捜査が始まったから、虐待対応しなくてよいわけでもない

警察と区市町村・地域包括の役割の違いを意識し、どのように連携するか、日
頃からルール化しておく。

「高齢者虐待事案通報票」による通報（警察⇒区市町村）

立入調査時の「高齢者虐待事案にかかる援助依頼書」（区市町村⇒警察の生
活安全課）

「人身安全関連事案」としての予防的・積極的対応

警察との連携

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.175

「お役立ち帳 改訂版」ｐ.177
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成年後見制度推進機関との連携
 内閣府が策定した「成年後見制度利用促進基本計画」の3本柱（成

年後見制度利用促進法）

利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善

意思決定支援・身上監護（身上の保護）の重視、診断書の

在り方の検討

不正防止の徹底と利用しやすさの調和

権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

• 今後は、区市町村も「利用促進計画」を立てていくことになり、

「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」が地域に広がっていく

• 都内は「成年後見活用あんしん生活創造事業」によって、すで

に「成年後見制度推進機関」が全区市に立ち上がっている

• 高齢者虐待対応も、「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」と

深く関わりながら行われることになる
63

成年後見制度等の活用状況

64平成30年度「⾼齢者虐待の防⽌、⾼齢者の養護者に対する⽀援等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果（厚⽣労働省・東京都）より引⽤し
⾼齢者権利擁護⽀援センターにて⽐較

⼈数 割合 ⼈数 割合
1,586 9.0% 320 11.3%
929 58.6% 195 61.0%
657 41.4% 125 39.0%

区市町村⻑申⽴て 980 61.8% 212 66.3%
その他 606 38.2% 108 33.7%

340 1.9% 34 1.2%

東京都
権利擁護に関する対応

a.bの
うち

a）成年後⾒制度利⽤開始済
b）成年後⾒制度利⽤⼿続き中

⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業利⽤開始

成年後⾒制度利⽤⽅針

全国

被虐待高齢者のうち、成年後見制度の活用・手続き支援中は、
1割程度
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家庭裁判所

医療・福祉関係団体

市町村

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治体等
地域関係団体

地域包括支援センター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人 後見人等

チーム

協議会

③
本
人
に
ふ
さ
わ
し
い
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
向
け
た
検
討
・専
門
的
判
断

専門職による専門的助言等の支援の確保
中核機関が②～④の３つの検討・判断の

進行管理 の役割を担う 専門職団体や関係機関が連携
体制を強化するための協議会

中核機関が事務局の役割を
担う

権
利
擁
護
支
援
の

地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

成
年
後
見
制
度
の
利
用
が
必
要
な
人
を
発
見
し
、
適
切
に
必
要
な
支

援
に
つ
な
げ
る
地
域
連
携
の
仕
組
み

※

中
核
機
関
が
全
体
構
想
の
設
計
・実
現
の
司
令
塔

の
役
割
を
担

う

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

中核機関

本人に身近な親族、福
祉・医療・地域の関係者
と後見人がチームになっ
て日常的に本人を見守
り、本人の意思や状況
を継続的に把握し必要

な対応を行う体制

●地域の権利擁護支援・成年後見制度利用促進機能の強化向けて、全体構想の

設計とその実現に向けた進捗管理・コーディネート等を行う「司令塔機能」

●地域における「協議会」を運営する「事務局機能」

●地域において「3つの検討・専門的判断（上記②～④）」を担保する

「進行管理機能」

成年後見制度利用促進体制整備委員会「地域における成年
後見制度利用促進に向けた体制整備のための手引き」p.15を
参考に、成年後見制度利用促進室作成

①広報機能
②相談機能
③利用促進機能
④後見人支援機能

65

現時点で
把握して
いる情報

気になる
こと

何が起きていると予測されるか？
その状態が続
いた時にどうな
るか（リスク）

訪問（面接）時に行う必要のあること

何が起きていて
（気になることは
なぜ起きたか）

その結果、どのような
状態になっているか
（本人・養護者の心身
の状態等）

何を確認するか その場で対応
する可能性の
あることは？

（考え方）

あざだらけの
高齢者をみか
けた（近隣か
らの通報）

あざだらけ 暴力による可能性

乱暴な介護による
可能性

転倒による可能性
視力の低下・悪化
ＡＤＬの低下

薬による可能性

あざによる痛み・腫れ
あざ以外の被害の可能性
おびえの可能性
悲鳴の可能性

おびえの可能性
介護方法がわからなくて養

護者が困っている可能性
関係機関も困っている可能

性

視力の低下・悪化やＡＤＬ
の低下から他の困りごとを抱
えている可能性

困りごとに対応できない要
因（サービス利用できない経
済状況等）を抱えている可能
性

あざができてしまうことを
養護者が気にしている可能性

硬膜下血腫等

の重大な怪我

本人の自死

養護者が介護を止

めてしまう可能性

関係機関の指導

への反発(契約解除)

追い詰められた
養護者による虐待
行為の発生

本人の受傷部位の確認
心身の状況確認、おびえの確認
なぜ、あざができているのかを本人や養
護者に尋ねる
悲鳴等を聞いたことがある人がいるか確
認
警察が出動したことがあるかの確認
関係している機関があるか、関係機関の
今までのサポートを確認する

転倒のしやすさを確認する
どこで、何にぶつけているのか？

どのような薬がいつ、どこから処方され
ているのかを確認する

緊急受診の支援

「家を出たい、保
護してほしい」と
いう本人からの訴
えへの対応（緊急
一時ＳＳ利用）

「殺してしまうか
もしれない」等の
養護者からの訴え
に対しての対応

転倒リスクや受傷
リスクを減らすた
めの環境整備

どう裏付けをとるか？

具体的に何を把握するか？

対応のために確認しておくことは？

リスク回避の
為に何をする
か？

受診やＳＳ利用についての本人の意向
経済状況(使える現金)、保険証の確認

情報収集体制整備の必要性

関係機関からの情報

（介護サービス事業者、
医療機関、警察、年金
等の経済情報）が、

訪問の前に把握でき
ると

予測される事
態に対して、
より

適切に準備
をすることが
できる

訪問の前に
把握できる情
報量が多い
ほど、介入拒
否を招かず
に済む

この情報収
集の体制整
備状況が、
区市町村に
よって違って
いる。

（公財）東京都福祉保健財団 高齢者権利擁護支援センター作成
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自治体内の体制整備
 自治体内で高齢者虐待を発見すると思われる部署への

啓発と連携
 生活保護所管

 生活困窮者自立支援所管

 介護保険所管

 国民健康保険・後期高齢者医療所管

 成年後見制度利用促進担当所管

 障害福祉所管

 ＤＶ防止所管

 消費生活相談所管 など

 高齢者虐待対応マニュアルの作成や見直し
 作成するプロセスが重要

 虐待対応で必要な個人情報を収集できるような体制整備

 進行管理会議の必要性

 一見動きがない静かな事例がそのままになることのないよう、対
応中の高齢者虐待事例の定期的チェックの仕組み

67

ネットワークの構築

68

高齢者虐待の複合的な要因を解消し、高齢者本人や養護者に
必要な支援を提供するための体制整備として、

ネットワークの構築に取組むことが重要

H30年度調査結果（厚生労働省・東京都）を元に高齢者権利擁護支援センター作成

体制整備等に関する状況（抜粋）
実施済み 実施済み

市町村数/割合 市町村数/割合

【国】 【東京都】

民生委員、住民、社会福祉協議会等からなる「早期
発見・見守りネットワーク」の構築への取組

1,300 45

74.7% 72.6%

介護保険サービス事業者等からなる「保健医療福祉
サービス介入支援ネットワーク」の構築への取組

877 31

50.4% 50.0%

行政機関、法律関係者、医療機関等からなる「関係
専門機関介入支援ネットワーク」の構築への取組

872 34

50.1% 54.8%
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スライド中の略語一覧
• 「厚生労働省マニュアル（H18)」・・・厚生労働省老健局『市町村・都道府県における高齢者虐

待への対応と養護者支援について』平成18年4月

• 「厚生労働省マニュアル（H30）」・・・厚生労働省老健局『市町村・都道府県における高齢者虐
待への対応と養護者支援について』（平成30年3月改定）

• 「東京都マニュアル」・・・東京都『高齢者虐待防止に向けた体制構築のために ―東京都高齢
者虐待対応マニュアル―』平成18年3月

• 「社会福祉士会手引き」・・・日本社会福祉士会『市町村・地域包括支援センター・都道府県の
ための養護者による高齢者虐待対応の手引き』中央法規、2011

• ＊「社会福祉士会手引き」は、厚生労働省マニュアルと補完するものであるという事務連絡がだされている。（厚生労働省
老健局高齢者支援課平成24年4月3日事務連絡「高齢者虐待の防止に向けた取り組みについて」）

• 「事例分析検討委員会報告書」・・・東京都福祉保健局『東京都高齢者権利擁護推進事業高
齢者虐待事例分析検討委員会報告書』平成25年3月

• 「厚生労働省平成30年度調査結果」・・・厚生労働省発表平成30年度高齢者虐待の防止、高
齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果

• 「東京都平成30年度調査結果」・・・東京都発表平成30年度高齢者虐待の防止、高齢者の養
護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果

• 区市町村・・・区市町村における高齢者虐待防止法所管課

• 地域包括支援センター・・・高齢者虐待対応の委託を受けた地域包括支援センター・サブセン
ター・在宅介護支援センター

• 関係機関・・・上記の区市町村・地域包括支援センターを除く高齢者虐待対応に関わる機関

• お役立ち帳改訂版・・・（公財）東京都福祉保健財団『区市町村職員・地域包括支援センター職
員必携高齢者の権利擁護と虐待対応お役立ち帳令和2年5月改訂版』令和2年5月

69
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